
令和３年度

２月補正予算（第12号）の概要

（２月１４日提案分 議案第１号）

島 根 県



令和３年度２月補正予算案（第12号）について

１ 概 要

新型コロナウイルス感染症対策として緊急に対応すべきものについて措置

し、総額３１億円を計上する。

 補正項目

① 営業時間短縮要請協力金 ２，５００百万円

飲食店等に対する営業時間短縮等の協力要請を踏まえ、協力

店舗に対して協力金を支給

② 介護施設等における感染防止対策の強化 １１９百万円

介護・障がい福祉サービス事業所等に抗原簡易キットを配布

③ 新型コロナウイルス感染症対策調整費 ５２０百万円

新型コロナウイルス感染症の影響により年度末までに新た

に生じる財政需要に機動的に対応するため、枠予算を増額

 繰越明許費の設定

新型コロナウイルス感染症対策に係る令和３年度から

令和４年度への繰越限度額の設定

・ 今回補正額 ３，６１９百万円

・ 既議決額 ５５，６２４百万円

【参考】累計額 ５９，２４３百万円

２ 令和３年度一般会計歳入歳出予算

１月専決後予算額 (ａ) ５，４５９億円

２月補正予算額（第12号） (ｂ) ３１億円

補正後予算額 (ａ)＋(ｂ) ５，４９０億円

＊対前年度同期比 ９８．５％

【参考】令和２年度２月補正(2月16日提案分)後予算額 5,574 億円
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３ 財 源

 国庫支出金 ２３億円

（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）

 地方交付税 ８億円

合 計 ３１億円
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　 （単位：千円）

 Ｒ２年度 対前年度比

 現　計
２月補正

（第１２号）
計（Ａ） ２月現計（Ｂ） (Ａ）/（Ｂ) Ｒ３ Ｒ２

１ ．県 税 63,726,852 63,726,852 68,559,315 93.0% 11.6% 12.3% 

２ ．地 方 消 費 税 清 算 金 27,518,174 27,518,174 31,414,076 87.6% 5.0% 5.6% 

３ ．地 方 譲 与 税 8,142,000 8,142,000 14,152,000 57.5% 1.5% 2.5% 

４ ．地 方 特 例 交 付 金 470,000 470,000 336,000 139.9% 0.1% 0.1% 

５ ．地 方 交 付 税 184,375,000 814,542 185,189,542 182,892,017 101.3% 33.7% 32.8% 

〃 （含臨時財政対策債） (207,511,000) (814,542) (208,325,542) (197,295,017) (105.6%) (37.9%) (35.4%)

６ ．交通安全対策特別交付金 187,000 187,000 194,000 96.4% 0.0% 0.0% 

７ ．分 担 金 及 び 負 担 金 2,247,678 2,247,678 2,440,892 92.1% 0.4% 0.4% 

８ ．使 用 料 及 び 手 数 料 4,137,698 4,137,698 4,149,215 99.7% 0.8% 0.7% 

９ ． 国 庫 支 出 金 133,989,899 2,324,823 136,314,722 141,986,281 96.0% 24.8% 25.5% 

10 ．財 産 収 入 2,515,105 2,515,105 1,809,998 139.0% 0.5% 0.3% 

11 ．寄 附 金 96,493 96,493 96,345 100.2% 0.0% 0.0% 

12 ．繰 入 金 17,173,236 17,173,236 17,551,351 97.8% 3.1% 3.1% 

13 ．繰 越 金 13,027,162 13,027,162 9,257,573 140.7% 2.4% 1.7% 

14 ．諸 収 入 10,975,003 10,975,003 12,506,181 87.8% 2.0% 2.2% 

15 ．県 債 77,269,000 77,269,000 70,087,600 110.2% 14.1% 12.6% 

〃 （除臨時財政対策債） (54,133,000) (54,133,000) (55,684,600) (97.2%) (9.9%) (10.0%)

合           計 545,850,300 3,139,365 548,989,665 557,432,844 98.5% 100.0% 100.0% 

１ ．議 会 費 993,231 993,231 944,509 105.2% 0.2% 0.2%

２ ．総 務 費 36,168,371 520,000 36,688,371 34,533,012 106.2% 6.7% 6.2%

３ ．民 生 費 60,781,238 119,365 60,900,603 68,667,934 88.7% 11.1% 12.3%

４ ．衛 生 費 39,495,479 39,495,479 37,706,998 104.7% 7.2% 6.8%

５ ．労 働 費 2,128,103 2,128,103 2,569,325 82.8% 0.4% 0.5%

６ ．農 林 水 産 業 費 51,954,042 51,954,042 55,936,659 92.9% 9.5% 10.0%

７ ．商 工 費 24,629,546 2,500,000 27,129,546 25,127,209 108.0% 4.9% 4.5%

８ ．土 木 費 79,600,402 79,600,402 99,585,139 79.9% 14.5% 17.9%

９ ． 警 察 費 20,507,918 20,507,918 21,197,411 96.7% 3.7% 3.8%

10 ．教 育 費 92,518,671 92,518,671 94,990,657 97.4% 16.9% 17.0%

11 ．災 害 復 旧 費 30,515,647 30,515,647 7,190,076 424.4% 5.6% 1.3%

12 ．公 債 費 74,051,423 74,051,423 76,099,064 97.3% 13.5% 13.7%

13 ．諸 支 出 金 32,206,229 32,206,229 32,393,851 99.4% 5.9% 5.8%

14 ．予 備 費 300,000 300,000 491,000 61.1% 0.1% 0.1%

合           計 545,850,300 3,139,365 548,989,665 557,432,844 98.5% 100.0% 100.0%

(注）構成比については、それぞれ四捨五入によっているため、合計と一致しないものがある。

(注）R２年度２月現計は、令和２年度２月補正予算初日提案（令和３年２月16日）分の補正後予算額である。

　　歳　　　　出

令和３年度２月補正予算（第１２号）  科目別・目的別内訳一覧表

（一 般 会 計）

Ｒ３年度 構　成　比

　　歳　　　　入

区                 分
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Ｒ２年度 対前年度比較

現　計
２月補正

（第１２号）
計（A） ２月現計（Ｂ） （A）／（B) Ｒ３ Ｒ２

1．義   務   的   経   費 237,923,884  237,923,884 240,253,795 99.0% 43.3% 43.1% 

  (1) 人         件         費 122,400,697 122,400,697 123,200,379 99.4% 22.3% 22.1% 

  (2) 公         債         費 73,832,398 73,832,398 75,857,422 97.3% 13.4% 13.6% 

  (3) 扶         助         費 41,690,789 41,690,789 41,195,994 101.2% 7.6% 7.4% 

2．普 通 建 設 事 業 費 108,971,730  108,971,730 135,632,266 80.3% 19.8% 24.4% 

  (1) 補   助   事   業   費 69,419,505 69,419,505 92,470,388 75.1% 12.6% 16.6% 

  (2) 単   独   事   業   費 30,761,206 30,761,206 32,058,461 96.0% 5.6% 5.8% 

  (3) 直 轄 事 業 負 担 金 7,736,407 7,736,407 9,697,964 79.8% 1.4% 1.7% 

  (4) 同級他団体事業負担金 10,000 10,000 10,600 94.3% 0.0% 0.0% 

  (5) 受   託   事   業   費 1,044,612 1,044,612 1,394,853 74.9% 0.2% 0.3% 

3．災 害 復 旧 事 業 費 30,275,854  30,275,854 6,931,029 436.8% 5.5% 1.2% 

  (1) 補   助   事   業   費 25,144,711 25,144,711 6,031,161 416.9% 4.6% 1.1% 

  (2) 単   独   事   業   費 4,735,215 4,735,215 661,055 716.3% 0.9% 0.1% 

  (3) 直 轄 事 業 負 担 金 238,428 238,428 238,813 99.8% 0.0% 0.0% 

  (4) 受   託   事   業   費 157,500 157,500 0 皆増 0.0% 0.0% 

4．補      助     費     等 112,817,754 2,500,000 115,317,754 115,707,022 99.7% 21.0% 20.8% 

5．貸          付         金 7,032,831 7,032,831 6,986,639 100.7% 1.3% 1.3% 

6．繰          出         金 7,077,888 7,077,888 6,820,613 103.8% 1.3% 1.2% 

7．そ          の         他 41,750,359 639,365 42,389,724 45,101,480 94.0% 7.7% 8.1% 

合           計 545,850,300 3,139,365 548,989,665 557,432,844 98.5% 100.0% 100.0% 

(注）構成比については、それぞれ四捨五入によっているため、合計と一致しないものがある。

(注）R２年度２月現計は、令和２年度２月補正予算初日提案（令和３年２月16日）分の補正後予算額である。

令和３年度２月補正予算（第１２号）  性質別経費内訳一覧表

（一 般 会 計）
( 単位 : 千円 )

区               分

Ｒ３年度 構　　成　　比
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  県 予 算 規 模 の 推 移 

                                                                                                  （単位：百万円） 

 

年度 

 

  

６月補正 

 

 

９月補正 

 

 

11 月補正 

 

 

２月補正 

 

 

その他 

 

 

最終専決後 

 
当初 

 

前年比 
(％) 

H23 

 

 

532,225  

(内経済・緊急対策 

27,630) 

▲0.6  

 

 

6,298  

(経済対策  6,057) 

 

2,913  

(経済・緊急対策767) 

 

2,775  

(経済対策 2,250) 

追加提案      9,144  

(経済対策  9,138) 

7,087  

(経済対策   714) 

追加提案  ▲21,034  

 

 

 

541,312  

 

 

24 

 

 

 

 

 

 

527,651  

 

 

 

 

 

 

▲0.9  

 

 

 

 

 

 

1,100  

 

 

 

 

 

 

3,159  

 

 

 

 

 

 

431  

追加提案①      673  

追加提案②   5,363  

(経済対策  4,194) 

(給与   1,169) 

追加提案③  2,572  

(経済対策  2,572) 

30,075  

(経済対策31,325) 

追加提案 ▲25,273  

 

 

 

 

5/14    390  

(雇用基金等) 

 

 

 

 

 

543,693  

 

 

 

 

 

 

25 

 

 

 

531,157  

 

 

 

+0.7  

 

 

 

558  

 

 

 

①           81  

(災害援護資金    81) 

②       32,509  

(災害復旧24,856) 

1,150  

 

 

 

11,359  

(経済対策13,530) 

追加提案 ▲38,451  

 

7/ 3     42  

(風しん抗体検査) 

8/29    900  

(８月大雨災害) 

538,588  

 

 

 

26 

 

 

 

527,234  

 

 

 

▲0.7  

 

 

 

369  

 

 

 

3,577  

 

 

 

2,794  

追加提案   1,533  

 (給与     924) 

 

①     6,058  

(経済対策 7,315) 

②       1,650  

追加提案 ▲32,037  

 

 

 

 

511,435  

 

 

 

27 

 

529,966  

 

+0.5  

 

279  

 

3,780  

 

追加提案     918  

(給与     918) 

12,051  

追加提案 ▲39,671  

 

 

533,770  

 

28 

 

 

 

520,219  

 

 

 

▲1.8  

 

 

 

437  

 

 

 

4,703  

追加提案   16,118  

(経済対策16,118) 

 

3,612  

(経済対策  3,612) 

追加提案     414  

(給与     414) 

1,804  

(経済対策  1,804) 

追加提案 ▲40,171  

 

 

 

 

 

505,596  

 

 

 

29 

 

 

511,771  

 

 

▲1.6  

 

 

315  

 

 

9,168  

追加提案       608  

 

43  

追加提案     808  

(給与     808) 

13,143  

追加提案 ▲48,663  

 

 

 

 

485,734  

 

 

30 

 

 

 

452,000  

 

 

 

▲11.7  

(+0.2) 

 

 

819  

 

 

 

9,235  

 

 

 

185  

追加提案     481  

(給与     481) 

 

17,153  

追加提案 ▲19,057  

 

 

4/20    202  

(西部地震) 

7/20    338  

(７月豪雨災害) 

456,410  

 

 

 

R 元 

 

 

468,654  

 

 

+3.7  

 

 

321  

 

 

9,503  

 

 

232  

追加提案     410  

(給与     410) 

13,235  

(経済対策  13,226) 

追加提案 ▲24,851  

3/25    214  

(新型コロナウイルス対策) 

 

465,700  

 

 

2 

 

475,019  

 

+1.4  

 

4,390  

(新型コロナウイルス対策 

4,390) 

追加提案  12,001  

(新型コロナウイルス対策 

12,001) 

 20,820  

(新型コロナウイルス対策 

10,833) 

 

3,737  

(新型コロナウイルス対策 

増額 4,139  

減額 ▲482) 

追加提案       4  

(新型コロナウイルス対策 

4) 

①      2,096  

(新型コロナウイルス対策 

2,096) 

②    25,310  

(経済対策  21,161) 

(新型コロナウイルス対策 

増額 5,701  

減額▲1,552) 

追加提案 ▲24,345  

4/30  6,774  

(新型コロナウイルス対策)

5/22    724  

(新型コロナウイルス対策) 

7/28    343  

(７月大雨災害) 

7/31  6,214  

(新型コロナウイルス対策) 

527,129  

 

3 

 

 

467,018  

(新型コロナウイルス対策

   6,907) 

▲1.7  8,131  

(新型コロナウイルス対策 

8,118) 

追加提案     900  

(新型コロナウイルス対策 

900) 

①      5,061  

(新型コロナウイルス対策 

5,061) 

②      45,709  

(新型コロナウイルス対策 

9,862) 

追加提案   1,035 

(新型コロナウイルス対策 

1,035) 

①      1,772  

(新型コロナウイルス対策 

1,772) 

②       ▲352  

(新型コロナウイルス対策 

増額  1,191  

減額 ▲1,698) 

追加提案  14,774  

(経済対策  13,009) 

(新型コロナウイルス対策 

1,765) 

①      3,139  

(新型コロナウイルス対策 

3,139) 

 

7/27    336  

(７月大雨災害) 

8/30    265  

(７、８月の大雨・台風) 

1/20  1,200  

(新型コロナウイルス対策) 

 

 (注)１．平成 25 年 3 月 29 日島根県告示第 231 号により定例県議会招集月を 12 月から 11 月に変更したため「11 月補正」に改称 
   ２．平成 30 年度当初予算の前年比について、中小企業制度融資等預託金を含まない場合の予算額と比較した場合を（ ）で記載 
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